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１．はじめに 

１－１ 地域経済循環分析とは 

地域経済循環分析とは、地域経済循環分析用データを活用して市町村の生産、分配、支

出の 3面を統一的に分析することを可能にするものである。また、市町村のエネルギー消

費量等の環境のデータと組み合わせて分析することで、地域の環境政策と経済政策を統合

した分析が可能となる。 

特に、低炭素政策を経済政策の一部として捉えた場合、経済の効率性（稼ぐ力）を表す

「労働生産性」と、生産における炭素投入量と付加価値を用いる「炭素生産性（GRP/炭素

投入量）」を比較することで、地域の持続可能性の程度を把握することが可能となる。 

労働生産性、炭素生産性の両指標ともに、財・サービスの高付加価値化、ブランド化等

のプロダクト・イノベーションを起すことで分子を上昇させ、再エネ、省エネや IoT 等に

よるプロセス・イノベーションを起すことで、分母が小さくなる。 

炭素生産性労働生産性

GDP・利潤

労働投入量

GDP・利潤

炭素投入量

財・サービスの高付加価値化、
ブランド化等のプロダクト・イノベ
ーション

再エネ、省エネやIoT等によるプ
ロセス・イノベーション

 

図 １-１ 労働生産性、炭素生産性とイノベーション 

 

この手引きでは、このように持続可能性が高い（＝労働生産性、炭素生産性の両指標と

もに高い）地域を抽出し、その地域の経済的な特徴について分析する。 

また、その際に、化石燃料の支払いに応じた地域からの所得の流出入状況と地域経済に

与える影響等の地域経済と環境政策のメカニズム等について分析する。 

さらに、これらの分析を自地域で行うための分析の視点や考え方について解説する。 
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地域経済対策
低炭素化

労働生産性（付加価
値/労働投入）で表現

炭素生産性（付加価
値/炭素投入）で表現

炭素生産性と労働生
産性の両立

(1)地域を抽出
(2)地域の特徴を分析

 

図 １-２ 地域経済対策と低炭素化について 

 

１－２ 本手引きの構成 

本手引きは、以下のような構成となっている。 

（１）地域経済、環境のメカニズムの分析 

労働生産性と炭素生産性の両面について分析を行い、経済面と環境面の双方で効率的で

あり持続可能性が高い地域の特徴を分析する。また、地域経済と環境が他方に影響を与え

るメカニズム等についても分析する。 

また、地域経済循環分析は、地域の経済対策を検討するための分析であることから、地

域経済循環構造を構築するための環境政策について、その考え方と事例を掲載した。 

基本的には、地域経済循環分析から導かれる経済対策は、地域の長所を活かして短所を

連鎖的に補うことである。したがって、本手引きにはこのような観点からの環境政策を掲

載している。 

（２）自動作成ツールの使い方 

自動作成ツールとは、地域経済循環分析用データを活用して、地域経済循環構造と環境

の観点から当該市町村を容易に把握するためのツールである。具体的には、任意の指定し

た地域について、地域経済循環分析の結果をまとめた分析資料（PPT）を自動的に作成す

る。 

本手引きでは、この自動作成ツールのシステムの起動から実行までの操作方法を記載し

ている。さらに、自動作成ツールにより作成された分析資料の読み方についても解説して

いる。 
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２．地域経済、環境のメカニズムの分析 

２－１ 経済データについて 

（１）地域産業連関表について 

本調査で用いる市町村単位の地域産業連関表は下図のような競争移入型であり、作成年

次は 2013 年、産業分類は下表のように 39 産業である。この産業分類では「電気・ガス」

の産業は「電気業」「ガス・熱供給」「水道・廃棄物処理業」の 3つの産業に分類されて

いる。産業連関表は当該地域における１年間に生産された財・サービスの産業間の取引を

一つの行列（マトリックス）にまとめたものであり、本推計では直近の産業連関表や工業

統計、経済センサス等のデータを用いて作成している。 

 

図 ２-１ 産業連関表の概要（競争移入型） 

 
表 1 地域産業連関表の産業分類 

No. 産業分類 内容 

1 農業 米麦生産業、その他の耕種農業、畜産業、獣医、農業サービス業 

2 林業 林業 

3 水産業 漁業・水産養殖業 

4 鉱業 石炭・原油・天然ガス鉱業、金属鉱業、採石･砂利採取業、その他の鉱業 

5 

製
造
業 

食料品 
畜産食料品製造業、水産食料品製造業、精穀･製粉業、その他の食料品製造業、飲料

製造業、たばこ製造業 

6 繊維 製糸業、紡績業、織物･その他の繊維製品製造業 

7 パルプ・紙 パルプ･紙･紙加工品製造業 

8 化学 基礎化学製品製造業、化学繊維製造業、その他の化学工業 

9 石油・石炭製品 石油製品製造業、石炭製品製造業 

10 窯業・土石製品 窯業･土石製品製造業 

11 鉄鋼 製鉄業、その他の鉄鋼業 

12 非鉄金属 非鉄金属製造業 

13 金属製品 金属製品製造業 

14 一般機械 一般機械器具製造業 

・・・

（
控
除
）
移
輸
入

中間需要

粗
付
加
価
値

農
林
水
産
業

鉱
業

食
料
品

サ
ー
ビ
ス
業

公
務

農林水産業

鉱業

食料品

サービス業

公務

・・
・

家計外消費支出(行)

雇用者所得

その他所得

域内生産額

最終需要

家
計
外
消
費

支
出
（列
）

民
間
消
費

支
出

一
般
政
府

消
費
支
出

総
固
定
資
本

形
成
（民
間
）

総
固
定
資
本

形
成
（公
的
）

在
庫
純
増

移
輸
出

域
内
生
産
額

需要部門
（買い手）

供給部門
（売り手）

中
間
投
入

生産物の販売先構成（産出）原
材
料
等
の
中
間
投
入
及
び

粗
付
加
価
値
の
構
成
（投
入
）

産業（22産業）
別に作成

最終需要項目（6項目）
別に作成
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No. 産業分類 内容 

15 電気機械 
産業用電気機械器具製造業、民生用電気機械器具製造業、その他の電気機械器具製

造業 

16 輸送用機械 自動車製造業、船舶製造業、その他の輸送用機械製造業 

17 精密機械 精密機械器具製造業 

18 衣服・身回品 衣服・身回品製造業 

19 製材・木製品 製材・木製品製造業 

20 家具 家具製造業 

21 印刷 印刷・製版・製本業 

22 皮革・皮革製品 皮革・皮革製品・毛皮製造業 

23 ゴム製品 ゴム製品製造業 

24 その他の製造業 その他の製造業 

25 建設業 建築業、土木業 

26 電気業 電気業 

27 ガス・熱供給業 ガス･熱供給業、 

28 水道・廃棄物処理業 上水道業、工業用水道業、廃棄物処理業、（政府）下水道、廃棄物 

29 卸売業 卸売業 

30 小売業 小売業 

31 金融・保険業 金融業、保険業 

32 住宅賃貸業 住宅賃貸業 

33 その他の不動産業 不動産仲介業、不動産賃貸業 

34 運輸業 鉄道業、道路輸送業、水運業、航空運輸業、その他の運輸業 

35 情報通信業 電信・電話業、郵便業、放送業、情報サービス業、映像・文字情報制作業 

36 公務 公務 

37 公共サービス 教育、研究、医療・保健衛生、その他の公共サービス業 

38 対事業所サービス 広告業、業務用物品賃貸業、自動車・機械修理、その他の対事業所サービス業 

39 対個人サービス 娯楽業、飲食店、旅館、洗濯・理容・美容・浴場業、その他の対個人サービス業 

 

地域産業連関表の作成方法にはサーベイ法とノンサーベイ法があり、サーベイ法はアン

ケート調査等を実施して得られる地域の詳細なデータを用いて作成するものであり、悉皆

調査等を行ってアンケートの精度が高い場合には、産業連関表の精度が高いものの、作業

コストのかかる作成方法である。一方、ノンサーベイ法は既存の統計データを活用し、按

分等の数値計算によって比較的簡便に作成する方法である。本業務で作成する地域産業連

関表は、そもそもデータや作業コスト等の制約によって産業連関表の作成が困難な地域に

ついて、産業連関表の作成を試みるものであり、作業コストのかかるアンケート調査等は

実施せず、公表されている統計データを援用しながら比較的簡便に作成するノンサーベイ

法を検討する。 

付加価値は国民経済計算の産業別付加価値を県民経済計算の付加価値で按分した都道府

県の付加価値を市町村民経済計算や経済センサス、工業統計、国勢調査等を用いて市町村

に按分し、家計外消費を加えて粗付加価値を作成する。家計外消費支出は、都道府県産業

連関表における比を用いて算出する。生産額は粗付加価値を付加価値率で除すことで求め、

その生産額に投入係数を乗じて中間投入額を算出する。ここで、投入係数及び付加価値率
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は産業連関表の全国表の基本分類(401 分類)の投入係数と経済センサスの中分類(97 分類)、

小分類(519 分類)のデータを用いて市町村別の産業構造に整合した投入係数を作成する。 

最終需要額は付加価値額(家計外消費支出を除く)や地域経済計算の総額と一致させてい

る。市町村への按分は属地のデータであるため、民間最終消費額は通勤・通学や観光や買

物のトリップを着地で集計して按分し、産業別には都道府県産業連関表を用いて分割して

いる。輸出入額は県民経済計算の輸出入額の総和ではなく、国民経済計算の輸出入額と整

合させている。移輸出・移輸入の数値は、既存の市町村産業連関表等からノンサーベイ法

(LQ 法)により算出している。また、地域産業連関表の作成のためのデータは以下のとおり

である。 

表 2 作成するデータ項目と利用データ 

作成データ 利用データ 

粗付加価値 

家計外消費支出（行） 平成 23 年（2011 年）都道府県産業連関表 

平成 22 年国勢調査 

平成 24 年経済センサス－活動調査 

平成 25 年工業統計調査 

平成 25 年市町村別決算状況調  等 

雇用者所得 

その他所得 

生産額 
本 DB の雇用者所得、その他所得（属地ベース） 

平成 23 年（2011 年）都道府県産業連関表 

中間投入額 

平成 17 年（2005 年）産業連関表 

平成 17 年（2005 年）東京都産業連関表 

平成 21 年経済センサス－基礎調査 

最終需要 

家計外消費支出（列） 

平成 23 年（2011 年）都道府県産業連関表 

平成 22 年国勢調査 

全国モデル注１） 

平成 25 年市町村別決算状況調 

民間消費支出 

一般政府消費支出 

総固定資本形成（民間） 

総固定資本形成（公的） 

在庫純増 

移輸出 本 DB の修正特化係数（生産額ベース） 

本 DB の域内調達率 移輸入 

注１） 「平成 25 年度サプライチェーンにおける移動・輸送等に伴う温室効果ガス排出量等推計調査委託業

務」において構築された土地利用・交通モデル（全国版）である。 

 

（２）地域経済計算について 

地域経済計算は国民経済計算の地域版ともいうべきデータである。地域経済と一国のマ

クロ経済との違いは住民の行動圏域の違いである。一国の経済の場合には国境があり、基

本的には日常生活において国境を越えた行動はない。一方、地域経済活動の場合には、住

民は日常生活においては行政界があまり意識されていない。そのため、属人ベースでの地

域経済では生産、分配、支出の三面等価が成立しない。例えば、勤務地と居住地が異なる

場合には、住民は生産面では勤務地で行動し、消費等の支出面では勤務地ではない場所で
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活動することが多い。また、勤務地で生産・販売して、その企業が付加価値を得たとして

も、その付加価値は生産地に居住している住民に全て還元されるわけではなく、他地域の

本社・支社に吸収されることもあり、生産と分配で所得が合致しないこともある。さらに、

消費に関しても住民が別の市町村で消費する場合には当該地域の消費には計上されず、他

地域の消費に計上されることになる。本稿の地域経済計算はこのような状況をデータで表

現するものである。 

生産面のデータは地域産業連関表の付加価値（粗付加価値ではない）と同様である。次

に市町村単位の項目別(民間最終消費、民間投資、政府支出等)の支出額は、県民経済計算

の支出を、市町村別決算調、国勢調査、雇用者所得等を用いて按分する。この地域経済計

算は属人ベースであるため、消費や投資の場所の区別は無い。そのため、経常収支は純輸

出だけが計上されることになり、各支出項目の総和は、国民経済計算と整合させる。この

ように地域経済計算は GDP 統計をベースとしたものであり、中間投入は考慮されておらず、

全て付加価値ベースのデータとなる。 
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２－２ エネルギーデータの利用統計と取扱いについて 

（１）利用統計 

市町村単位の産業別エネルギー消費量の作成にあたっては、総合エネルギー統計（以

下、「全国エネバラ」）の全国のエネルギー消費量及び、都道府県別エネルギー消費統計

（以下、「都道府県エネバラ」）における都道府県のエネルギー消費量を用い、市町村ご

との産業構成を考慮して市町村単位に按分した。統計は下表のとおりである。 

 

表 ２-３ 市町村単位のエネルギー消費量算出に用いたデータ 

算出した項目 利用した統計 

全国のエネルギー消費量 平成 25 年度総合エネルギー統計 

都道府県単位のエネルギー消費量 平成 25 年度都道府県別エネルギー消費統計 

市町村単位の産業別エネルギー消費量 按分指標 
2013 年版地域経済循環分析用データ 
市町村単位の産業別生産額 

 

（２）市町村単位の産業別エネルギー消費量の産業分類 

エネルギー生産性等の分析で用いるデータ（以下、「本分析データ」）の産業分類は、

都道府県エネバラ及び地域経済循環分析用データの産業分類の共通部分をとって、下表

のとおり 23 分類としている。 

表 ２-４ 本データと地域経済循環分析用データ、都道府県別エネルギー消費統計調査の産業分類 

No. 
本分析データの 
産業分類 

①地域経済循環分析用 
データの産業分類 

②都道府県別エネルギー 
消費統計の産業分類 

1 農林水産業 

農業 

農林水産業 林業 

水産業 

2 鉱業 鉱業 鉱業他 

3 食料品 食料品 食品飲料製造業 

4 繊維工業 
繊維 

繊維工業 
衣服・身回品 

5 パルプ・紙 パルプ・紙 パルプ･紙･紙加工品製造業 

6 化学・石油石炭製品 
化学 

化学工業 (含 石油石炭製品) 
石油・石炭製品 

7 窯業・土石製品 窯業・土石製品 窯業･土石製品製造業 

8 鉄鋼･非鉄･金属製品 

鉄鋼 

鉄鋼･非鉄･金属製品製造業 非鉄金属 

金属製品 

9 機械製造業 

一般機械 

機械製造業 
電気機械 

輸送用機械 

精密機械 

10 木製品･家具 
製材・木製品 

木製品･家具他工業 
家具 

11 印刷 印刷 印刷･同関連業 

12 その他の製造業 

皮革・皮革製品 
プラスチック･ゴム･皮革製品製造業 

ゴム製品 

その他の製造業 他製造業 

13 建設業 建設業 建設業 

14 電気・ガス・水道業 電気業 電気ガス熱供給水道業 
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No. 
本分析データの 
産業分類 

①地域経済循環分析用 
データの産業分類 

②都道府県別エネルギー 
消費統計の産業分類 

ガス・熱供給業 

水道・廃棄物処理業 

15 卸売･小売業 
卸売業 

卸売業･小売業 
小売業 

16 金融･保険業 金融・保険業 金融業･保険業 

17 不動産業 
住宅賃貸業 

不動産業･物品賃貸業 
その他の不動産業 

18 運輸業 運輸業 運輸業･郵便業 

19 情報通信業 情報通信業 情報通信業 

20 公務  公務 公務  

21 公共サービス 公共サービス 

学術研究･専門･技術サービス業 

医療･福祉 

教育･学習支援業 

22 対事業所サービス 対事業所サービス 
複合サービス事業 

他サービス業 

23 対個人サービス 対個人サービス 
宿泊業･飲食サービス業 

生活関連サービス業･娯楽業 

注）赤字：本分析時に不動産業から除いたパターンを作成する産業 

 

（３）帰属家賃の扱い 

GDP 統計の不動産業には帰属家賃が含まれていることから、GDP 統計に整合した地域経

済循環分析用データの産業分類（表 ２-４）でも不動産業のうち「住宅賃貸業」に帰属

家賃が含まれている。 

これにより、地域経済循環分析用データでは不動産業の労働生産性、エネルギー生産

性が課題となる可能性がある。 

そこで、本手引きにおいては、不動産業の労働生産性、エネルギー生産性を算出する

際は、帰属家賃を含む住宅賃貸業を除いたパターンを作成した。 

 

（４）福島第一原子力発電所事故による避難区域について 

東日本大震災で大きな被害を受けた地域のうち、福島第一原子力発電所事故の影響によ

り、地域経済循環分析用データの作成年である 2013 年当時において、避難指示が出され

住民の多くが市外に避難している地域がある。 

これらの地域では、地域内での経済活動のほとんどが停止しているため、従業者数やエ

ネルギー消費量が少ない。一方で、災害復興の目的として建設業や公務の付加価値は生み

出されているため、労働生産性、エネルギー生産性については非常に高い値となる。 

そのため、市町村別産業平均の労働生産性とエネルギー生産性の偏差値を算出する時に

は、表 ２-５の 6町村を対象外として算出した。  



10 

 

表 ２-５ 本分析で対象外とする福島県内の 6地域 

No. 地域 
労働生産性 エネルギー生産性 

百万円/人 偏差値 百万円/TJ 偏差値 

1 相馬郡飯館村 1312.7 462.5 268.8 99.3 

2 双葉郡広野町 52.2 64.3 275.8 101.1 

3 双葉郡楢葉町 23.0 55.1 365.6 124.7 

4 双葉郡富岡町 21.8 54.7 501.0 160.1 

5 双葉郡浪江町 20.6 54.3 590.6 183.6 

6 双葉郡川内村 9.2 50.7 320.0 112.7 

 

２－３ エネルギー消費量のデータの分析 

ここでは、市町村単位の産業別エネルギー消費量及び、エネルギー生産性、労働生産性

のデータについて、全国や三大都市圏・地方圏別の特徴を把握する。 

なお、地域経済循環分析用データの「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれるため、本デ

ータの「不動産業」に「住宅賃貸業」を含めるか否かで「不動産業」のエネルギー生産性、

労働生産性が大きく異なる。 

そこで、全国については、本データの「不動産業」に「住宅賃貸業」を含める場合と含

めない場合の 2パターンを作成して違いを把握する。 

（１）全国のデータの概要 

１）全国の産業別エネルギー消費量 

全国の産業別エネルギー消費量は図 ２-２のとおりである。 

エネルギー消費量が最も多い産業は「鉄鋼・非鉄・金属製品」であり、次いで、「化学・

石油・石炭製品」が多く、装置産業でエネルギー消費量が多い。一方、「農林水産業」や

「金融業・保険業」、「公務」等はエネルギー消費量が少ない産業である。 

 

図 ２-２ 全国の産業別エネルギー消費量  
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２）全国の産業別エネルギー生産性 

全国の産業別エネルギー生産性とは、全国の産業別エネルギー消費量を 2013 年版地域

経済循環分析用データにおける産業別付加価値で除したものである（図 ２-３）。 

エネルギー生産性が最も高い産業は知識集約型産業である「金融業・保険業」であり、

次いで「公務」が高い。 

一方、装置型産業である「パルプ・紙」「鉄鋼・非鉄・金属製品」「窯業・土石製品」

はエネルギー生産性が低い産業である。 

 

図 ２-３ 全国の産業別エネルギー生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含む） 

 

図 ２-４ 全国の産業別エネルギー生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含まない）  
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３）全国の産業別労働生産性 

全国の産業別労働生産性とは、2013 年版地域経済循環分析用データにおける全国の産

業別付加価値を、全国の産業別従業者数1で除したものである（図 ２-５）。 

装置型産業である「電気・ガス・水道業」や知識集約型産業である「金融・保険業」

や「情報通信業」は労働生産性が高く、労働集約型の「公共サービス」や「対個人サー

ビス」は労働生産性が低いことが分かる。 

 

図 ２-５ 全国の産業別労働生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含む） 

 

図 ２-６ 全国の産業別労働生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含まない）  
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４）全国の産業別のエネルギー生産性と労働生産性の比較 

ここでは、全国の産業別のエネルギー生産性と労働生産性について比較を行い（図 

２-７、図 ２-８）、産業別の傾向について把握する。 

産業構造として、生産活動で消費するエネルギーが少ない「金融・保険業」や「情報

通信業」はエネルギー生産性が高い上、知識集約型産業であるため労働生産性も高い。 

製造業では、自動車等の輸送用機械や家電等の電気機械の製造が含まれる「機械製造

業」が、全産業平均と比較してエネルギー生産性と労働生産性が高い産業である。 

 

図 ２-７ 全国の産業別エネルギー生産性と労働生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含む） 

 

図 ２-８ 全国の産業別エネルギー生産性と労働生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含まない）  
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５）全国の産業別のエネルギー生産性と労働生産性の比較（全産業平均=1.0） 

ここでは、４）で示した全産業平均のエネルギー生産性、労働生産性について、それ

ぞれ全国平均値を 1.0 に基準化し、散布図を作成した（図 ２-９、図 ２-１０）。これよ

り、エネルギー生産性、労働生産性ともに高い産業として「情報通信業」「機械製造業」

が挙げられる。 

 

図 ２-９ 全国の産業別エネルギー生産性と労働生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含む） 

 

 

図 ２-１０ 全国の産業別エネルギー生産性と労働生産性（不動産業の付加価値に住宅賃貸業を含まない）  
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（２）三大都市圏・地方圏のデータの概要 

ここでは、（１）と同様の分析を三大都市圏・地方圏別に行った。なお、以降の分析で

は、「不動産業」に住宅賃貸業を含まないデータを用いている。 

１）三大都市圏・地方圏別の産業別エネルギー消費量 

第 2次産業では地方圏、第 3次産業では三大都市圏の方がエネルギー消費量が多い。

これは、三大都市圏、地方圏による産業集積の違いを反映したものと考えられる。 

 

図 ２-１１ 三大都市圏・地方圏別、産業別のエネルギー消費量 

２）三大都市圏・地方圏別の産業別エネルギー生産性 

エネルギー生産性は、三大都市圏の方が地方圏よりも高い産業が多い。 

 

図 ２-１２ 三大都市圏・地方圏別、産業別のエネルギー生産性 
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３）三大都市圏・地方圏別の労働生産性 

第 2次産業は、地方圏の方が労働生産性が高い産業が多い。 

 

図 ２-１３ 三大都市圏・地方圏別、産業別の労働生産性 

４）三大都市圏・地方圏別のエネルギー生産性と労働生産性の比較 
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２－４ 都道府県のエネルギー生産性と労働生産性の比較分析 

（１）分析の概要 

１）分析方法 

ここでは、都道府県エネバラの都道府県別、産業別のエネルギー消費量を用いて、47

都道府県別のエネルギー生産性と労働生産性の相関を分析した。具体的には、産業別に

下記のモデルについて回帰分析を行った。 

m

i

m

i EPLP  
 

LPmi：産業 m、都道府県 iの労働生産性 

EPmi：産業 m、都道府県 iのエネルギー生産性 

α、β：パラメータ 

２）回帰分析の結果の概要 

全国のデータの特徴と同様、第 2次産業（非製造業）と第 3次産業は、エネルギー生

産性が高い地域ほど労働生産性が高い傾向があり、統計的に有意な関係となっている。

一方、第 1次産業や第 2次産業（製造業）は、エネルギー生産性が高い地域ほど労働生

産性が高いとは言えない（表 ２-６）。 

また、第 3次産業は、電気・ガス・水道業を含む場合よりも除いた方がエネルギー生

産性と労働生産性の関係性がやや強い。 

表 ２-６ 産業別の分析結果概要①：第 1次・2次・3次別 

 
パラメータ(下段は t値) 決定係数 

R2 
修正済 
決定係数 

F 値の 
有意確率 p 

相関係数 
R α β 

全産業 
6.2653 
(6.27) 

0.0026 
(0.59) 

0.0078  -0.0143  0.5550  0.0883  

第 1 次産業 
2.1161 
(2.12) 

-0.0001 
(-0.18) 

0.0007  -0.0215  0.8561  -0.0272  

第 2 次産業 
8.6884 
(8.69) 

-0.0119 
(-1.37) 

0.0401  0.0187  0.1773  -0.2002  

 

製造業 
9.4064 
(9.41) 

-0.0164 
(-1.13) 

0.0277  0.0061  0.2639  -0.1663  

非製造業注) 
2.6772 
(2.68) 

0.0208 
(8.33) 

0.6065  0.5978  0.0000  0.7788  

第 3 次産業 
0.5347 
(0.53) 

0.0502 
(10.77) 

0.7204  0.7142  0.0000  0.8488  

 
電気・ガス・水
道業を除く 

0.4701 
(0.47) 

0.0499 
(11.89) 

0.7587  0.7533  0.0000  0.8710  

注）第 2次産業の非製造業は、鉱業と建設業である。 

注）着色はパラメータβの t値が 1.8以上かつ F値の有意確率 pが 0.05未満のもの 

  



18 

 

23 産業別では、「食料品」や「建設業」、「卸売・小売業」、「対個人サービス」等で、エ

ネルギー生産性が高い地域ほど労働生産性が高い傾向があり、統計に有意な関係となっ

ている。一方、「農林水産業」や「製造業」の多くはエネルギー生産性が高い地域ほど労

働生産性が高いとは言えない（表 ２-７）。 

表 ２-７ 産業別の分析結果概要②：23 産業別 

 
パラメータ(下段は t値) 決定係数 

R2 

修正済 

決定係数 

F 値の 

有意確率p 

相関係数 

R α β 

1 第 1 次産業 農林水産業 
2.1161 
(2.12) 

-0.0001 
(-0.18) 

0.0007  -0.0215  0.8561  -0.0272  

2 

第
2
次
産
業

 

非製

造業 
鉱業 

3.9481 
(3.95) 

1.1104 
(6.51) 

0.4846  0.4732  0.0000  0.6962  

3 

製
造
業

 

食料品 
-0.3181 
(-0.32) 

0.1375 
(15.42) 

0.8409  0.8374  0.0000  0.9170  

4 繊維 
2.0947 
(2.09) 

0.0346 
(2.15) 

0.0934  0.0732  0.0367  0.3056  

5 パルプ・紙 
10.5916 
(10.59) 

-0.0752 
(-1.71) 

0.0609  0.0400  0.0945  -0.2468  

6 
化学・石油石炭 

製品 

24.6984 
(24.70) 

-0.0214 
(-0.66) 

0.0096  -0.0124  0.5130  -0.0978  

7 窯業･土石製品 
7.4784 
(7.48) 

0.0796 
(1.14) 

0.0319  0.0104  0.2595  0.1785  

8 
鉄鋼･非鉄･金属 

製品 

14.0432 
(14.04) 

-0.0659 
(-1.98) 

0.0804  0.0600  0.0535  -0.2835  

9 機械製造業 
8.8182 
(8.82) 

-0.0014 
(-0.57) 

0.0072  -0.0149  0.5714  -0.0847  

10 木製品･家具 
4.7909 
(4.79) 

-0.0002 
(-0.05) 

0.0001  -0.0222  0.9590  -0.0077  

11 印刷 
5.7669 
(5.77) 

-0.0019 
(-0.78) 

0.0134  -0.0085  0.4381  -0.1158  

12 その他の製造業 
6.3967 
(6.40) 

-0.0071 
(-0.60) 

0.0079  -0.0142  0.5527  -0.0888  

13 
非製

造業 
建設業 

1.1199 
(1.12) 

0.0244 
(14.10) 

0.8154  0.8113  0.0000  0.9030  

14 

第 3 次産業 

電気・ガス・水道業 
20.6374 
(20.64) 

0.0440 
(5.08) 

0.3644  0.3503  0.0000  0.6037  

15 卸売･小売業 
0.8930 
(0.89) 

0.0376 
(33.49) 

0.9614  0.9606  0.0000  0.9805  

16 金融･保険業 
7.0525 
(7.05) 

0.0040 
(4.11) 

0.2728  0.2566  0.0002  0.5223  

17 不動産業 
3.2009 
(3.20) 

0.1328 
(5.59) 

0.4102  0.3971  0.0000  0.6405  

18 運輸業 
3.7691 
(3.77) 

0.0168 
(6.99) 

0.5203  0.5097  0.0000  0.7213  

19 情報通信業 
17.1617 
(17.16) 

0.0032 
(0.75) 

0.0123  -0.0097  0.4586  0.1108  

20 公務  
6.6392 
(6.64) 

0.0087 
(7.46) 

0.5529  0.5429  0.0000  0.7435  

21 公共サービス 
2.6864 
(2.69) 

0.0123 
(4.07) 

0.2689  0.2526  0.0002  0.5185  

22 対事業所サービス 
2.7955 
(2.80) 

0.0185 
(7.74) 

0.5710  0.5615  0.0000  0.7557  

23 対個人サービス 
0.6255 
(0.63) 

0.1100 
(15.13) 

0.8357  0.8320  0.0000  0.9141  

注）着色はパラメータβの t値が 1.8以上かつ F値の有意確率 pが 0.05未満のもの  
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（２）分析の詳細 

ここでは、都道府県別、産業別に、エネルギー生産性を横軸、労働生産性を縦軸にとっ

た散布図を作成し、その傾向を把握する。 

１）全産業 

全産業でエネルギー生産性と労働生産性の両方が高い都道府県は、東京都である。そ

の他、愛知県、大阪府といった三大都市圏の中心都市がある都道府県は稼ぐ力と低炭素

化を両立していると言える（図 ２-１５）。 

一方、千葉県や山口県、和歌山県、岡山県、大分県等の精油所やコンビナート群が集

積している地域はエネルギー生産性が低い（図 ２-１５）。 

 

図 ２-１５ エネルギー生産性と労働生産性の関係性：全産業 
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２）第1次産業 

第 1次産業でエネルギー生産性と労働生産の両方が高い都道府県は、栃木県、山形県、

茨城県、千葉県、秋田県、新潟県である。 

 

図 ２-１６ エネルギー生産性と労働生産性の関係性：第 1次産業 

３）第2次産業 

①非製造業（鉱業・建設業） 

第 2次産業のうちの非製造業（鉱業・建設業）で、エネルギー生産性と労働生産の両

方が高い都道府県は、宮城県、和歌山県、岩手県、福島県、東京都等である。 

 

図 ２-１７ エネルギー生産性と労働生産性の関係性：非製造業  
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②製造業 

製造業で、エネルギー生産性と労働生産の両方が高い都道府県は、徳島県、栃木県、群

馬県、静岡県、滋賀県、愛知県、三重県、京都府等である。 

 

図 ２-１８ エネルギー生産性と労働生産性の関係性：製造業 

③第 2次産業（＝非製造業＋製造業） 

第 2次産業でエネルギー生産性と労働生産の両方が高い都道府県は、製造業で高い地域

であった徳島県、栃木県、群馬県、静岡県、滋賀県、愛知県、京都府等である。 

 

図 ２-１９ エネルギー生産性と労働生産性の関係性：第 2次産業  
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４）第3次産業 

①第 3次産業 

第 3次産業でエネルギー生産性と労働生産の両方が高い都道府県は東京都であり、他

県と比較し突出している。その他、三大都市圏の中心都市がある大阪府、愛知県も高い。 

 

図 ２-２０ エネルギー生産性と労働生産性の関係性：第 3次産業 

②第 3次産業（電気・ガス・水道業を除く） 

電気・ガス・水道業を除いた第 3次産業について、エネルギー生産性と労働生産の両

方が高い都道府県は、三大都市圏の中心都市がある東京都、大阪府、愛知県である。 

 

図 ２-２１ エネルギー生産性と労働生産性の関係性：第 3次産業（電気・ガス・水道除く）  
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５）23産業別 

①農林水産業 

 
図 ２-２２ 農林水産業のエネルギー生産性と労働生産性 

 

②鉱業 

 
図 ２-２３ 鉱業のエネルギー生産性と労働生産性  
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③食料品 

 
図 ２-２４ 食料品のエネルギー生産性と労働生産性 

 

④繊維工業 

 
図 ２-２５ 繊維工業のエネルギー生産性と労働生産性  
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⑤パルプ・紙 

 
図 ２-２６ パルプ・紙のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑥化学・石油石炭製品 

 

図 ２-２７ 化学・石油石炭製品のエネルギー生産性と労働生産性  

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

静岡県

滋賀県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県 徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

大分県

宮崎県
鹿児島県

沖縄県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

岐阜県

愛知県

三重県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

y = -0.0752x + 10.592
R² = 0.0609

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

0 10 20 30 40 50 60 70

従
業
者

1
人
当
た
り
付
加
価
値
額
（
百
万
円

/人
）

エネルギー消費量当たり付加価値額（百万円/TJ）

地方圏 三大都市圏

全国平均

全
国
平
均

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県
福島県

茨城県
栃木県

群馬県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県
静岡県

滋賀県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県
埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

岐阜県

愛知県

京都府

大阪府兵庫県

奈良県

y = -0.0214x + 24.698
R² = 0.0096

0

10

20

30

40

50

60

70

0 50 100 150 200 250 300 350

従
業
者

1
人
当
た
り
付
加
価
値
額
（
百
万
円

/人
）

エネルギー消費量当たり付加価値額（百万円/TJ）

地方圏 三大都市圏

全国平均

全
国
平
均



26 

 

⑦窯業・土石製品 

 
図 ２-２８ 窯業・土石製品のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑧鉄鋼・非鉄・金属製品 

 
図 ２-２９ 鉄鋼・非鉄・金属製品のエネルギー生産性と労働生産性  
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⑨機械製造業 

 
図 ２-３０ 機械製造業のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑩木製品・家具 

 
図 ２-３１ 木製品・家具のエネルギー生産性と労働生産性 
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⑪印刷 

 
図 ２-３２ 印刷のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑫その他の製造業 

 
図 ２-３３ その他の製造業のエネルギー生産性と労働生産性 
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⑬建設業 

  

図 ２-３４ 建設業のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑭電気・ガス・水道業 

 
図 ２-３５ 電気・ガス・水道業のエネルギー生産性と労働生産性 

  

y = 0.0244x + 1.1199
R² = 0.8154

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

50 100 150 200 250 300 350 400

従
業
者

1
人
当
た
り
付
加
価
値
額
（
百
万
円

/人
）

エネルギー消費量当たり付加価値額（百万円/TJ）

三大都市圏 地方圏

宮城県

和歌山県

群馬県

山口県

岩手県

神奈川県

三重県 全国平均

全
国
平
均

福島県

沖縄県

東京都

佐賀県

福岡県

岡山県

京都府

兵庫県

愛媛県

大阪府

岐阜県

長野県

山形県

宮崎県
滋賀県

広島県

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

群馬県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県静岡県

滋賀県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

鹿児島県

沖縄県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

愛知県

三重県京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

y = 0.044x + 20.637
R² = 0.3644

10

20

30

40

50

60

70

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

従
業
者

1
人
当
た
り
付
加
価
値
額
（
百
万
円

/人
）

エネルギー消費量当たり付加価値額（百万円/TJ）

地方圏 三大都市圏

全国平均

全
国
平
均

岐阜県

東日本大震災の被災地 

平成 23年 

台風 12号 

の被災地 



30 

 

⑮卸売・小売業 

 
図 ２-３６ 卸売・小売業のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑯金融・保険業 

 
図 ２-３７ 金融・保険業のエネルギー生産性と労働生産性 
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⑰不動産業 

 

注）帰属家賃を含む住宅賃貸業を除く 

図 ２-３８ 不動産業のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑱運輸業 

 
図 ２-３９ 運輸業のエネルギー生産性と労働生産性 
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⑲情報通信業 

 
図 ２-４０ 情報通信業のエネルギー生産性と労働生産性 

 

⑳公務 

 
図 ２-４１ 公務のエネルギー生産性と労働生産性 
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21公共サービス 

 

図 ２-４２ 公共サービスのエネルギー生産性と労働生産性 

 

22対事業所サービス 

 
図 ２-４３ 対事業所サービスのエネルギー生産性と労働生産性 
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23対個人サービス 

 
図 ２-４４ 対個人サービスのエネルギー生産性と労働生産性 
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２－５ 人口規模別のエネルギー生産性と労働生産性の比較分析 

ここでは、市町村単位、全産業のエネルギー生産性と労働生産性について、人口規模別

での傾向を把握する。 

（１）人口規模別（全産業）の分析結果 

１）全規模 

人口 50 万人以上の人口規模が大きい地域は、エネルギー生産性が高いほど労働生産性

も高い傾向がやや見られる。人口 50 万人未満では、エネルギー生産性と労働生産性の間

に強い関係性が見られない。 

 

図 ２-４５ 人口規模別（全産業）のエネルギー生産性と労働生産性  
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２）人口規模：50万人以上 

三大都市圏の中心都市である特別区、大阪市、名古屋市はエネルギー生産性と労働生

産性ともに高い地域である。 

  

図 ２-４６ 人口 50 万人以上の地域のエネルギー生産性と労働生産性 

３）人口規模：30万人～50万人 

  

図 ２-４７ 人口 30 万人～50 万人の地域のエネルギー生産性と労働生産性  
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４）人口規模：10万人～30万人 

 

 
図 ２-４８ 人口 10 万人～30 万人の地域のエネルギー生産性と労働生産性 

５）人口規模：5万人～10万人 

 

 

図 ２-４９ 人口 5万人～10 万人の地域のエネルギー生産性と労働生産性  
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６）人口規模：１万人～5万人 

 

 

図 ２-５０ 人口 1万人～5万人の地域のエネルギー生産性と労働生産性 

７）人口規模：5千人～１万人 

 

 

図 ２-５１ 人口 5千人～1万人の地域のエネルギー生産性と労働生産性  
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８）5千人未満 

 

 

図 ２-５２ 5 千人未満の地域のエネルギー生産性と労働生産性 
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２－６ 地域経済と環境のメカニズムの分析 

ここでは、地域経済と環境のメカニズムを把握するため、比較優位（得意な産業）、純

移輸出額（外から稼ぐ産業）、産業別付加価値構成比などの地域経済のパフォーマンスを

示す指標と、エネルギー生産性の関係について分析を行った。 

（１）比較優位な産業のエネルギー生産性 

１）第 2次産業 

①第 2次産業を得意としている地域と得意としていない地域のエネルギー生産性 

ここでは、生産額ベースの修正特化係数をもとに、当該産業の比較優位であるかどう

かとエネルギー生産性の関係を分析した。比較優位とは、当該産業がその地域で得意な

産業かどうかを示している。 

ここでは得意としている地域（修正特化係数＞１の地域）と得意としていない地域（修

正特化係数＜１）について、産業別エネルギー生産性の比較を行った。その結果、第 2

次産業のうち、「鉱業」、「食料品」、「印刷」、「建設業」を除く産業は、当該産業

を得意としていない地域の方がエネルギー生産性が高い産業が多い（図 ２-５３）。 

 

図 ２-５３ 【第 2次産業】比較優位性とエネルギー生産性 

これは、多くの第 2次産業では、規模（従業者数）が大きい地域・産業ほど収穫（付

加価値）も多いが、エネルギー消費量が付加価値以上に増加しているためである（図 

２-５４の左側）。 

一方、「鉱業」、「食料品」、「印刷」、「建設業」は第 2次産業の中では特殊であ

り、規模（従業者数）が大きい地域・産業ほど収穫（付加価値）も多いが、エネルギー

消費量は少ない産業である（図 ２-５４の右側）。 

したがって、一般的な第 2次産業では、労働者の賃金よりもエネルギー代金の支払い

の方が安いため、従業者ではなく機械設備を用いて生産を行っていると考えられる。  
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図 ２-５４ 【第 2次産業】比較優位性と従業者規模、付加価値、エネルギー消費量との関係 

 

②得意としている地域と得意としていない地域のエネルギー消費量 

第 2次産業では得意としている地域の方がエネルギー消費量が多く、「鉄鋼・非鉄・

金属製品」の場合、得意としている地域のエネルギー消費量は、得意としていない地域
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図 ２-５５ 【第 2次産業】比較優位性とエネルギー消費量 
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③得意としている地域と得意としていない地域の付加価値 

第 2次産業では得意としている地域の方が付加価値が多く、「鉄鋼・非鉄・金属製

品」の場合、得意としている地域の付加価値は、得意としていない地域の 2.25 倍であ

る（図 ２-５６）。 

 

図 ２-５６ 【第 2次産業】比較優位性と付加価値 

 

④得意としている地域と得意としていない地域の従業者数 

第 2次産業では、「鉱業」と「化学・石油石炭製品」を除いて、得意としている地

域の方が従業者数が多く、「鉄鋼・非鉄・金属製品」の場合、得意としている地域の
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２）第3次産業 

①得意としている地域と得意としていない地域のエネルギー生産性 

第 3次産業に含まれる産業は、得意としている地域ほどエネルギー生産性が高い産業

が多い（図 ２-６１）。 

 

図 ２-５８ 【第 3次産業】比較優位性とエネルギー生産性 
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図 ２-５９ 【第 3次業】比較優位性と従業者規模、付加価値、エネルギー消費量との関係  
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また、第 3次産業の中で「情報通信業」と「公共サービス」は特殊であり、規模の経

済が働いていない産業である（図 ２-６０）。 

「情報通信業」には、旧日本電信電話公社（現 NTT）や日本放送協会（NHK）が含ま

れている。また、「公共サービス」は教育や医療、介護等が含まれている。これらの産

業は収穫逓減で民間では成立しない産業であるため公共サービスが担っている可能性

がある。 
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図 ２-６０ 【第 3次業】比較優位性と従業者規模、付加価値、エネルギー消費量との関係 
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の場合、得意としている地域のエネルギー消費量は、得意としていない地域の 2.09 倍

である（図 ２-６１）。 

 

図 ２-６１ 【第 3次産業】比較優位性とエネルギー消費量  
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③得意としている地域と得意としていない地域の付加価値 

第 3次産業では得意としている地域の方が付加価値が多く、「金融・保険業」の場合、

得意としている地域の付加価値は、得意としていない地域の 2.34 倍である（図 ２-６

２）。 

 

図 ２-６２ 【第 3次産業】比較優位性と付加価値 
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第 3次産業では得意としている地域の方が従業者数が多く、「金融・保険業」の場合、

得意としている地域の従業者数は、得意としていない地域の 1.83 倍である 
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（２）外から稼いでいる産業のエネルギー生産性 

１）第 2次産業 

①外から稼いでいる地域と稼いでいない地域のエネルギー生産性 

ここでは、純移輸出がプラスである（＝外から稼いでいる）地域と、純移輸出がマイ

ナス（＝外から稼いでいない）の地域について、産業別エネルギー生産性比較した。そ

の結果、第 2次産業は外から稼いでいない地域がエネルギー生産性が高い傾向にある。 

 

図 ２-６４ 【第 2次産業】外からの稼ぎとエネルギー生産性 
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きい地域・産業ほど収穫（付加価値）も多いが、それ以上にエネルギー消費量の方が多
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一方、「鉱業」、「食料品」、「木製品・家具」、「建設業」は第 2次産業の中では

特殊であり、規模（従業者数）が大きい地域・産業ほど収穫（付加価値）も多いが、エ

ネルギー消費量は少ない産業である（図 ２-６５の右側）。 
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図 ２-６５ 【第 2次産業】外からの稼ぎと従業者規模、付加価値、エネルギー消費量との関係 

 

②外から稼いでいる地域と稼いでいない地域のエネルギー消費量 

第 2次産業では外から稼いでいる地域の方がエネルギー消費量が多く、「鉄鋼・非鉄・

金属製品」の場合、外から稼いでいる地域のエネルギー消費量は、稼いでいない地域の

4.25 倍である（図 ２-６６）。 

 

図 ２-６６ 【第 2次産業】外からの稼ぎとエネルギー消費量 
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③外から稼いでいる地域と稼いでいない地域の付加価値 

第 2次産業では外から稼いでいる地域の方が付加価値が多く、「鉄鋼・非鉄・金属製

品」の場合、外から稼いでいる付加価値は、稼いでいない地域の 1.92 倍である（図 ２-６

７）。 

 

図 ２-６７ 【第 2次産業】外からの稼ぎと付加価値 

 

④外から稼いでいる地域と稼いでいない地域の従業者数 

第 2次産業では外から稼いでいる地域の方が従業者数が多い産業が多く、「鉄鋼・非

鉄・金属製品」の場合、外から稼いでいる地域の従業者数は、稼いでいない地域の 1.22

倍である（図 ２-６８）。 

 

図 ２-６８ 【第 2次産業】外からの稼ぎと従業者数  
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２）第3次産業 

①外から稼いでいる地域と稼いでいない地域のエネルギー生産性 

第 3次産業は外から稼いでいる地域の方がエネルギー生産性が高い産業が多い。これ

は、第 3次産業が得意な地地域の方が、エネルギー生産性が高い産業が多い傾向（図 

２-５８）と同じである。 

 

図 ２-６９ 【第 3次産業】外からの稼ぎとエネルギー生産性 

 

これは、第 3次産業が得意な地域の方が、エネルギー生産性が高い産業が多い傾向（図 

２-５８）と同じであり、多くの第 3次産業では、規模（従業者数）が大きい地域・産

業ほど収穫（付加価値）も多いが、それ以上にエネルギー消費量が少ないためである（図 

２-７０の左側）。 

一方、「電気・ガス・水道業」、「情報通信業」は第 3次産業の中では特殊であり、

規模（従業者数）が大きい地域・産業ほど収穫（付加価値）も多いが、それ以上にエネ

ルギー消費量が多い産業である（図 ２-７０の右側）。 
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付加価値
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図 ２-７０ 【第 3次業】外からの稼ぎと従業者規模、付加価値、エネルギー消費量との関係 

 

 

②外から稼いでいる地域と稼いでいない地域のエネルギー消費量 

第 3次産業では外から稼いでいる地域の方がエネルギー消費量が多く、「金融・保険

業」の場合、外から稼いでいる地域のエネルギー消費量は、稼いでいない地域の 1.38

倍である（図 ２-７１）。 

 

図 ２-７１ 【第 3次産業】外からの稼ぎとエネルギー消費量 
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③外から稼いでいる地域と稼いでいない地域の付加価値 

第 3次産業では外から稼いでいる地域の方が付加価値が多く、「金融・保険業」の場

合、外から稼いでいる地域の付加価値は、稼いでいない地域の 1.61 倍である（図 ２-７

２）。 

 

図 ２-７２ 【第 3次産業】外からの稼ぎと付加価値 

 

④外から稼いでいる地域と稼いでいない地域の従業者数 

第 3次産業では外から稼いでいる地域の方が従業者数が多い産業が多く、「金融・保

険業」の場合、外から稼いでいる地域の従業者数は、稼いでいない地域の 1.20 倍であ

る（図 ２-７３）。 

 

図 ２-７３ 【第 3次産業】外からの稼ぎと従業者数  
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２－７ 地域経済の分析手順と環境施策の検討 

（１）地域経済循環構造の分析 

地域経済政策の最終的なアウトカムは、地域住民の方々の所得額であり、この所得額を

上昇させる経済構造が地域経済循環構造である。地域経済循環の好循環構造とは、地域に

おいて生産→分配→支出の 3面で所得が循環しており、地域外への所得の流出を防ぐとと

もに、地域外からの所得の流入を増加させることである。 

そこで、本手引きでは、地域経済における所得の循環構造を分析する手順について解説

する。 

 

図 ２-７４ 地域の地域経済循環構造 

 

具体的な分析手順は以下のとおりであり、基本的には生産、分配、支出の順番で分析

を行っていく。 

①地域の概況の整理：地域の歴史・風土の概略 

②地域経済の生産面分析：稼ぐ力（≒労働生産性）の分析 

③地域経済の分配面分析：雇用者所得とそれ以外の所得水準に分析 

④地域経済の支出面分析：消費、投資の流出入の分析 

⑤地域経済分析の総括：所得循環構造のまとめ 
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（２）地域経済循環構造を構築するための環境政策 

ここでは、地域経済循環構造を構築するための環境政策について検討する。地域経済

と地域環境の政策は必ずしも整合的ではない。そのため、下図のように両者が整合的な

ものを検討する。 

地域経済対策
低炭素化

労働生産性（付加価
値/労働投入）で表現

炭素生産性（付加価
値/炭素投入）で表現

炭素生産性と労働生
産性の両立

(1)地域を抽出
(2)地域の特徴を分析

 

図 ２-７５ 地域経済対策と低炭素化について 

 

地域経済循環分析は、地域の経済対策を検討するための分析であり、対策は地域の長

所を活かして、短所を連鎖的に補うことである。そのため、本手引きでは地域経済循環

構造を構築するための環境政策について解説する。具体的には、下図（図 ２-７６）の

再生可能エネルギーの導入のように、低炭素化施策が地域経済循環構造のどこに影響を

与えるのかを検討し、対策を検討する。 

対策の考え方は基本的には以下のように温暖化対策の項目で行う。ただし、地域経済

循環構造を構築するためには、所得を流出させない構造にすることが重要であり、例え

ば、再生可能エネルギーの導入の場合でも地域で活躍する企業で実施することが重要で

あり、これを他地域資本の企業で行うと、経済の分配面で所得が流出してしまう。この

ように対策を検討する際に、所得の流出に関して留意が必要である。 

 

①炭素集約度の改善：再生可能エネルギーの導入等 

②エネルギー効率の改善：省エネルギーの促進 

③活動量の適正化：公共交通機関を骨格としたコンパクトシティ 
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図 ２-７６ 地域経済循環構造 
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２－８ 事例 

以下では、地方自治体、民間等において、環境政策によって地域経済循環構造が構築さ

れる事例について、温暖化対策の目的ごとに示している。 

（１）炭素集約度の改善 

１）生産：再生可能エネルギー生産の拡大 

①岡山県真庭市 バイオマスエネルギー利用 
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②北海道下川町 バイオマス利用 

 

③グリーン発電会津 
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④岩手県葛巻町 

 

 

２）分配：地元資本の再エネ導入による資本所得の獲得 

①福島市の市民共同発電所 
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②福井市の市民共同発電所 

 

③多摩電力（多摩市） 
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④デンマークの風力発電 

 

 

３）投資：省エネルギーと環境金融による再投資の増加 

①環境格付融資 
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②滋賀銀行「琵琶湖原則支援基金」 

 

 

４）域際収支：再生可能エネルギー導入による域外流出額の減少 

①ギュッシング（オーストリア） 
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（２）エネルギー効率の向上 

１）省エネ設備投資による生産性の向上 

①オムロン株式会社 

 

②大和ハウス工業株式会社 
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③カルビー株式会社 

 

 

④株式会社デンソー 
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⑤化学セクターの炭素生産性 

 

 

⑥電機メーカーの投資効率 

 



64 

 

 

⑦省エネボイラー導入による効果の試算 
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（３）活動量の適正化 

１）コンパクトシティ化による自動車 CO2排出量の減少 

 

２）中心市街地活性化による域内消費の拡大 
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３．自動作成ツールの使い方 

３－１ 自動作成ツールの利用方法 

自動作成ツールは、任意の指定した地域について、地域経済循環分析の結果をまとめた

分析資料（PPT）を自動的に作成するものである。 

以下では、自動作成ツールのシステムの起動から実行までの操作方法について説明する。 

（１）自動作成ツール利用にあたっての留意点 

自動作成ツール利用にあたっては、以下のポイントに留意する。 

１）マクロを有効にし、セキュリティレベルを設定する。 

自動作成ツールのシステムが起動したのち、Excel が起動し「マクロを有効にしますか」

というメッセージが出る場合がある。この場合、「有効」を選択する。 

また、「マクロが含まれています」というメッセージが出て、Excel が起動できない場

合がある。この場合は、Excel のファイルタブを開き、「Excel のオプション」－「セキ

ュリティセンター」－「セキュリティセンターの設定」－「マクロの設定」を表示し、「デ

ジタル署名されたマクロを除き、すべてのマクロを無効にする」を選択する。 

２）Excel を開いた状態ではシステムを起動しない。 

システムを起動する際には、すべての Excel ファイルを閉じておく。 

Excel ファイルを開いた状態でシステムを起動させると、システムが停止する場合があ

る。システムが停止した場合、一度すべての Excel ファイルを閉じた後、再度システム

を起動させる。 

３）PPT作成中は PPT ファイルに触らない。 

自動作成中の PPT ファイルには触らないようにする。作成中の PPT に触れるとシステ

ムが停止する場合がある。 

４）個人用マクロブックは使用しない。 

個人用マクロブックを作成しているパソコンでは、「C:\Users\ユーザー名\AppData 

\Microsoft\Excel\XLSTART」から一時的にマクロブックを移動させるなど、あらかじめ

マクロブックを無力化しておく。 

「C:\Users\ユーザー名\AppData\Microsoft \Excel\XLSTART」に Excel ファイルが格

納された状態でシステムを起動すると、システムが正常に終了しない場合がある。シス

テムが終了しない場合、タスクマネージャーにてシステムを終了させたのち、再度起動

させる。 
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５）複数市町村の選択は 10市町村まで選択できる。 

複数市町村を選択する場合は、10 市町村まで選択できる。これは、システム上は 10市

町村以上選択可能であるが、その場合の数値の精度を保証できないためである。 

 

（２）プログラムを起動 

「StartPro.exe」をダブルクリックすると、プログラムが起動する（図 ３-１）。 

 

図 ３-１ プログラムの起動画面 

 

（３）解説書の表示 

「地域経済循環分析の手引書(PDF)のダウンロード」（図 ３-１）をクリックすると、

解説書が表示される。 
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（４）任意の市町村の選択と分析資料の自動作成 

１）任意の市町村の選択 

分析資料を作成する対象地域を選択する。対象地域は 1地域から複数市町村まで、任

意に選択することができ2、選択した地域は画面下部の「選択された市町村一覧表」に表

示される。 

 

図 ３-２ 市町村の選択画面 

  

                                                        
2 複数市町村を選択する場合は、10市町村まで選択できる。 
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２）分析資料の保存先の選択 

分析資料を作成する際の中間ファイルや最終的に作成される分析資料（PPT）の保存先

を選択する。 

図 ３-２で任意の地域を選択し、最下部にある「計算」ボタンをクリックすると、以

下のメッセージが表示される。 

 

 

図 ３-３ 作業フォルダーの選択についてのメッセージ 

 

さらに、図 ３-３で「OK」ボタンをクリックすると、以下の「作業フォルダーの選択」

画面が表示される。ここで選択したフォルダーに、最終的に作成した分析資料（PPT）が

保存される。 

 

図 ３-４ 作業フォルダーの選択 

  



70 

 

３－２ 分析資料の自動作成結果と読み方 

自動作成ツールにより作成された分析資料及びその読み方は以下のとおりである。 

（１）地域の所得循環構造 

１）分析の視点 

地域で生み出された所得（付加価値）が、生産、分配、支出の各面でどのように循環

しているかを把握するため、スライド 5枚目では全体の俯瞰図を示している。俯瞰図の

基本的な考え方はスライド 5枚目（図 ３-５）のとおりである。 

生産面では、所得（付加価値）の稼ぎが大きい産業がどこかを把握し、分配面では、

生産面の付加価値が雇用者所得、その他所得のどちらに分配されているかを把握する。 

支出面では、分配面の所得が消費、投資のどちらに支出されているかを把握する。ま

た、消費や投資のための支出のうち、地域外にどれだけ支出しているか、逆に、地域外

への販売によりどれだけ稼いでいるかを把握する。 

エネルギーの観点からは、地域の支出のうち、原油や石油、電気・ガス等のエネルギ

ー代金の支払いがどの程度かを把握する。 

 

図 ３-５ 地域の所得循環構造（概念図）  
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２）分析結果とその読み方 

①分析結果 

分析結果では、図 ３-６で地域の所得循環構造を、図 ３-７でその概要を示している。 

 

図 ３-６ 地域の所得循環構造 

 

図 ３-７ 地域の所得循環構造  
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②分析結果の読み方 

地域の所得循環構造（図 ３-６）の読み方は以下のとおりである。 

i）生産面 

生産面では、39 産業別の付加価値額を棒グラフで示している。これにより、地域で

大きな付加価値を生み出しており、規模の大きい産業がどれかを把握する。 

一般的には、第 3次産業の規模が最も大きい地域が多く、第 2次産業は地域によっ

て異なる。第 2次産業は、地域に工場があり生産活動を行っているか否かによって、

大きな稼ぎがある地域もあれば、当該産業の稼ぎが全くない地域もある（図 ３-６の

①、②）。 

ii）分配面 

分配面では、第 1次産業、第 2次産業、第 3次産業別の雇用者所得とその他所得を

棒グラフで示している。これにより、生産面で稼いだ所得（付加価値）が、雇用者所

得とその他所得のどちらに分配されているかを、第 1次産業、第 2次産業、第 3次産

業の産業別に把握する（図 ３-６の③）。 

iii）支出面 

支出面では、消費と投資、域際収支の金額を数字で示している。また、39産業別の

純移輸出額を棒グラフで示している。また、消費と投資について、地域外からの流入

額（または地域外への流出額）を示している。 

これにより、純移輸出がプラスであり地域外から所得を稼いでいる産業は何か、ま

た、純移輸出がマイナスであり地域外に所得が流出している産業は何かを把握する。 

民間消費が流入している地域は、当該地域住民の民間消費3よりも当該地域内の民間

消費4の方が多く、当該地域内の商業施設や観光施設に訪れる来訪者が多い地域である。 

民間投資も同様であり、民間投資が流入している地域は、当該地域住民の民間投資5

よりも当該地域内の民間投資6の方が多く、当該地域内の工場等に新たに設置された設

備が多い地域である。 

iv）エネルギー 

エネルギーに関しては、当該地域のエネルギー代金の支払いにより、当該地域の所

得がどれだけ流出しているかを数字で示している。具体的には、石炭・原油・天然ガ

ス、石油・石炭製品、電気、ガスといった項目別にエネルギー代金の流出額を示して

                                                        
3 当該地域内に居住する住民の消費額であり、どこで消費したかは問わない。 
4 当該地域内の商業施設、観光施設等で消費された消費額であり、誰が消費したかは問わない。 
5 当該地域内に居住・立地する住民・企業の投資額であり、どこに投資したかは問わない。 
6 当該地域内の工場、ビル等に投資された投資額であり、誰が投資したかは問わない。 
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いる。 

付加価値に占めるエネルギー代金の流出額の割合が高い地域ほど、エネルギー代金

の支払いが当該地域の経済を圧迫している地域である。 
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（２）本DBの 39産業について 

本分析では、地域経済循環分析用データ（以下、「本 DB」）を用いて分析を行っている

ため、スライド 7枚目では、本 DBの産業分類とその内容を示している（図 ３-８）。 

 

図 ３-８ 本 DB の産業分類（39 産業） 

 

本 DBの産業分類は SNA 統計に準じた分類となっており、概ね国民経済計算や県民経済計

算における経済活動分類の小分類に対応している（表 ３-１）。 

表 ３-１ 本 DB の 39 産業と SNA の経済活動分類 

No. 
地域経済循環分析用データの 

39 産業分類 
SNA の経済活動分類 

中分類 小分類 

1 農業 

農林水産業 

農業 

2 林業 林業 

3 水産業 水産業 

4 鉱業 鉱業 鉱業 

5 

製
造
業 

食料品 食料品 食料品 

6 繊維 繊維 繊維 

7 パルプ・紙 パルプ・紙 パルプ・紙 

8 化学 化学 化学 

9 石油・石炭製品 石油・石炭製品 石油・石炭製品 

10 窯業・土石製品 窯業・土石製品 窯業・土石製品 

11 鉄鋼 
一次金属 

鉄鋼 

12 非鉄金属 非鉄金属 

13 金属製品 金属製品 金属製品 

14 一般機械 一般機械 一般機械 

15 電気機械 電気機械 電気機械 

16 輸送用機械 輸送用機械 輸送用機械 

17 精密機械 精密機械 精密機械 

18 衣服・身回品 

その他の製造業 

衣服・身回品 

19 製材・木製品 製材・木製品 

20 家具 家具 
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No. 
地域経済循環分析用データの 

39 産業分類 
SNA の経済活動分類 

中分類 小分類 

21 印刷 印刷 

22 皮革・皮革製品 皮革・皮革製品 

23 ゴム製品 ゴム製品 

24 その他の製造業 その他の製造業 

25 建設業 建設業 建設業 

26 電気業 

電気・ガス・水道業 

電気業 

27 ガス・熱供給業 

ガス・水道・熱供給業 
28 水道・廃棄物処理業 

29 卸売業 
卸売・小売業 

卸売業 

30 小売業 小売業 

31 金融・保険業 金融・保険業 金融・保険業 

32 住宅賃貸業 
不動産業 

住宅賃貸業 

33 その他の不動産業 その他の不動産業 

34 運輸業 運輸業 運輸業 

35 情報通信業 情報通信業 

通信業 

放送業 

情報サービス・映像文字情

報制作業 

36 公務 公務 公務 

37 公共サービス 

サービス業 

公共サービス 

38 対事業所サービス 対事業所サービス 

39 対個人サービス 対個人サービス 

 

（３）地域の経済の分析と企業会計との関係について 

地域経済の分析においては、地域の産業の売上や粗利益、人件費等の分析を行っており、

スライド 8枚目では、これらのデータ項目と企業会計との関係を示している。 

１）生産額：企業の売上（販売額） 

生産額は企業の売上であり、産業別の生産額の大きさを比較することで、地域の中で

規模の大きい産業が何かを把握する。 

２）純移輸出：域外への売上－域外からの購入 

純移輸出は域外への販売額と域外からの購入額との差額であり、プラスであれば域外

から所得を獲得しており、マイナスであれば域外に所得が流出していることを表す。産

業別の純移輸出より、域外から所得を獲得している産業が何かを把握する。 

３）付加価値：企業の粗利益 

付加価値額は、企業の粗利益（＝売上－仕入額）であり、ここから雇用者所得やその

他の所得に分配されるため、産業別の付加価値額より、地域で所得を稼いでいる産業が

何かを把握する。 

４）雇用者所得：企業の人件費 

雇用者所得は企業の人件費であり、地域住民の生活を直接支えるものである。産業別

の雇用者所得より、地域で住民の生活を支えている産業が何かを把握する。 
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（４）売上（生産額）の分析 

１）分析の視点 

①地域の中で規模の大きい産業は何か 

当該地域で規模の大きな産業は、当該地域内にとどまらず地域外にも販売しており、

域外から所得を獲得できる地域にとって強みのある産業である可能性がある。 

そこで本分析では、当該地域の産業の規模を計るための指標として生産額を用い、地

域の中で規模の大きい産業は何かを把握する。生産額を用いるのは、従業者数では大規

模な生産設備を用いて生産を行っている資本集約型産業の規模が計れず、付加価値では

原材料等の仕入額が含まれず、仕入額の規模が計れないためである。 

②地域の中で得意な産業は何か 

当該地域で生産額が大きく規模の大きな産業について、当該産業が一般的にどの地域

でも規模が大きい産業であれば、必ずしも当該産業が地域にとって強みのある産業とは

言えない。 

そこで本分析では、全国平均と比較して当該地域の当該産業の規模が大きいか否かを

分析し、地域の中で得意な産業は何かを把握する（比較優位と同じ）。 

③域外から所得を獲得している産業は何か 

域内の経済循環の流れを太くするためには、地域が個性や強みを活かして生産・販売

を行い、域外から所得を獲得することが重要である。 

そこで本分析では、産業別の純移輸出額を比較することで、純移輸出額がプラスであ

り域外から所得を獲得している産業は何かを把握する。 

２）分析結果とその読み方 

①分析結果 

分析結果は図 ３-９～図 ３-１１のとおりであり、図 ３-９で地域と全国の産業別の

生産額構成比、図 ３-１０で産業別修正特化係数（生産額ベース）、図 ３-１１で産業

別純移輸出額を示している。 
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図 ３-９ 産業別生産額 

 

 

図 ３-１０ 産業別修正特化係数（生産額ベース）  
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図 ３-１１ 産業別純移輸出額 

 

②分析結果の読み方 

図 ３-９～図 ３-１１の分析結果の読み方は以下のとおりである。 

i）産業別生産額構成比：図 ３-９ 

産業別生産額（図 ３-９）では、地域の生産額の総額をグラフの右上に示し、その

産業別構成比を棒グラフで示している。なお、全国平均と比較して生産額が多いか否

かを把握するため、当該地域に加えて全国の棒グラフを作成している。 

産業別構成比が全国平均と比較して高い産業は、当該地域が得意としている産業で

あり、産業別修正特化係数（生産額ベース）（図 ３-１０）が 1以上の産業と基本的

に対応するものである。 

ii）産業別修正特化係数（生産額ベース）：図 ３-１０ 

産業別修正特化係数（生産額ベース）（図 ３-１０）は、当該地域の産業別構成比

が全国平均と比較して高いか否かを示すものであり、棒グラフの数字が 1以上の産業

は全国平均よりも高く、当該地域が得意としている産業であることを示している。 

なお、産業別修正特化係数（生産額ベース）とは、地域の生産額の産業別構成比を

全国の構成比で除した特化係数について、全国の産業別の輸出入をもとに調整したも

のである。 
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iii）産業別純輸出額：図 ３-１１ 

産業別純移輸出額（図 ３-１１）では、域外へのモノやサービスの販売額である移

輸出額と域外からのモノやサービスの購入額である移輸入額との差額（＝移輸出額－

移輸入額）を表している。 

純移輸出額がプラスの産業は、移輸入額よりも移輸出額が大きい地域であり、域外

から所得を稼いでいる産業である。 

一方、純移輸出がマイナスの産業は、移輸出額よりも移輸入額が大きい地域であり、

域外に所得が流出している産業である。 

 

本分析ではこれらを組み合わせることで、規模が大きく域外から所得を獲得してい

る産業はどれか、規模は小さいが得意な産業はどれか等を把握することができる。 
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（５）粗利益（付加価値）の分析 

１）分析の視点 

①地域で所得（付加価値）を稼いでいる産業は何か 

生産額（売上）の大きさから当該産業の規模の大きさを計ることができるが、生産額

には原材料等の仕入額が含まれるため、仕入額を除いた付加価値（粗利益）で見ると、

生産額が大きい産業が必ずしも付加価値が大きいとは限らない。 

地域住民の所得や地方税従の源泉となるのは付加価値であるため、付加価値が大きい

産業は地域において中心的な産業であり、付加価値を稼いでいる産業は何かを把握する

ことは重要である。 

そこで本分析では、産業別の付加価値構成比より、当該地域で付加価値を稼いでいる

産業は何かを把握する。 

②地域で稼ぐ力（１人当たり付加価値額）がある産業は何か 

我が国の今後の労働力不足克服のためには、稼ぐ力（1人当たり付加価値額）の向上

が重要である。特に、我が国の雇用の７割を担うサービス業の 1人当たり付加価値額の

向上は長年指摘されており課題となっている。 

そこで本分析では、産業別の 1人当たり付加価値額を算出し、産業別、地域別に比較

を行う。地域別に比較を行うのは、当該地域の稼ぐ力が全国平均と比較して高いか否か

を把握するためである。 

２）分析結果とその読み方 

①分析結果 

分析結果は、図 ３-１２～図 ３-１５のとおりであり、図 ３-１２で産業別付加価値

額構成比、図 ３-１３で従業者１人当たり付加価値額（労働生産性）、図 ３-１４で第

２次産業の産業別労働生産性及び付加価値の構成比、図 ３-１５で第 3次産業の産業別

労働生産性及び付加価値の構成を示している。 
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図 ３-１２ 産業別付加価値額構成比 

 

 

図 ３-１３ 従業者 1人当たり付加価値額（労働生産性）  
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図 ３-１４ 第 2次産業の産業別労働生産性及び付加価値の構成比 

 

 

図 ３-１５ 第 3次産業の産業別労働生産性及び付加価値の構成比  
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②分析結果の読み方 

図 ３-１２～図 ３-１５の分析結果の読み方は以下のとおりである。 

i）産業別付加価値額構成比：図 ３-１２ 

産業別付加価値構成比（図 ３-１２）では、地域の付加価値の総額をグラフの右上

に示し、その産業別構成比を棒グラフで示している。なお、全国平均と比較して付加

価値が多いか否かを把握するため、当該地域に加えて全国の棒グラフを作成している。 

ii）従業者 1人当たり付加価値額（労働生産性）：図 ３-１３ 

従業者 1人当たり付加価値額（労働生産性）（図 ３-１３）では、付加価値を従業

者数で除した労働生産性を産業（第 1次産業、第 2次産業、第 3次産業）別に示して

いる。さらに、当該地域の労働生産性が高いか否かを把握するため、全国、県、同規

模地域の労働生産性を示している。 

当該地域の労働生産性が全国、県、同規模地域の労働生産性と比較して高い場合は、

当該地域の当該産業の稼ぐ力は高いと言える。一方、当該地域の労働生産性が全国、

県、同規模地域の労働生産性と比較して低い場合は、当該地域の当該産業の稼ぐ力は

低く、労働生産性向上のためには低い要因の分析及び対策が必要である。 

iii）第 2次産業の産業別労働生産性及び付加価値の構成比：図 ３-１４ 

図 ３-１３では第 1次産業、第 2次産業、第 3次産業別の労働生産性を示したが、

当該地域の労働生産性が高いまたは低い要因を把握するためには、さらに詳細な産業

別の分析が必要である。 

ここでは、第 2次産業について、第２次産業に含まれる詳細な産業別に労働生産性

を示し、全国、県、同規模地域の労働生産性と比較して高い産業、低い産業を把握す

る。これにより、当該地域の第 2次産業の労働生産性の高さまたは低さに繋がってい

る産業が何かを把握する。 

iv）第 3次産業の産業別労働生産性及び付加価値の構成比：図 ３-１５ 

図 ３-１３では第 1次産業、第 2次産業、第 3次産業別の労働生産性を示したが、

当該地域の労働生産性が高いまたは低い要因を把握するためには、さらに詳細な産業

別の分析が必要である。 

ここでは、第 3次産業について、第 3次産業に含まれる詳細な産業別に労働生産性

を示し、全国の労働生産性と比較して高い産業、低い産業を把握する。これにより、

当該地域の第 3次産業の労働生産性の高さまたは低さに繋がっている産業が何かを把

握する。  
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（６）産業構造の分析 

１）分析の視点 

①地域の産業構造について 

地域の産業は、個々の産業が独立して生産を行っているわけではなく、製造業の場合、

原材料や半製品等の取引が市内外を含めて産業間で行われており、そのうえで最終的な

完成品が生産されている。さらに、完成品を販売するために運輸業や卸売・小売業等の

サービスを受けている。このような産業間の取引があるため、ある産業が需要の増加に

伴い生産を増加させた場合、当該産業と取引があるその他の産業にも影響が及ぶ。 

そこで本分析では、ある地域のある産業の生産が増加した場合に、当該地域の全産業

の生産に与える影響が大きい産業（影響力が強い産業）が何かを把握する。また、ある

地域の全産業の生産が増加した場合に、大きな影響を受ける産業（感応度が強い産業）

は何かを把握する。 

②地域の取引構造について 

ある産業がどの産業から原材料を調達しているかは、その産業の生産技術を表すもの

であり、生産しているモノやサービスが同じであれば地域によらず概ね類似した取引構

造となっている。一方、どの地域からどれだけ原材料を調達しているか、どの地域にど

れだけ製品を販売しているかは地域や産業によって異なる。 

そこで本分析では、地域の産業間取引について、地域内の全産業合計の生産額に占め

る割合が高い取引を矢印で表し、どの産業間の取引が多いかを図で示す。 

また、本 DB の産業分類を川上産業、川中産業、川下産業に分類し、川上から川下ま

で幅広い取引を行っているのか、それとも特定の産業間同士の取引を行っているのかを

把握する。 

２）分析結果とその読み方 

①分析結果 

分析結果は、図 ３-１６～図 ３-１８のとおりであり、図 ３-１６で影響力係数と感

応度係数、図 ３-１７で生産誘発額、図 ３-１８で産業間取引構造を示している。 
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図 ３-１６ 影響力係数と感応度係数 

 

 

図 ３-１７ 生産誘発額  
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図 ３-１８ 産業間取引構造 

 

②分析結果の読み方 

図 ３-１６～図 ３-１８の分析結果の読み方は以下のとおりである。 

i）影響力係数と感応度係数：図 ３-１６ 

影響力係数と感応度係数（図 ３-１６）では、横軸に影響力係数、縦軸に感応度係

数をとり 39 産業をプロットした散布図を示している。 

横軸の影響力係数は、当該産業の消費や投資の増加が、全産業（調達先）に与える

影響の強さを表すものであり、多くの産業から幅広く原材料等を調達して生産を行っ

ている産業は影響力係数が高い数値となる。 

感応度係数は、全産業（販売先）の消費や投資の増加が、当該産業に及ぼす影響の

強さを表すものであり、当該産業のモノやサービスを多くの産業に幅広く販売してい

る産業は感応度係数が高い数値となる。 

そのため、影響力係数と感応度係数がともに高い産業は、調達先となる産業と販売

先となる産業がともに多い差産業であり、地域にとって核なる産業である。 

ii）生産誘発額：図 ３-１７ 

生産誘発額（図 ３-１７）では、当該産業の消費や投資の需要が 100 万円増加した
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場合に、産業間取引を通じて当該地域の全産業の生産をどれだけ誘発するかを示して

いる（図 ３-１７、市内への波及効果）。生産誘発額には当該産業で増加した需要（100

万円）が含まれているため、どの産業であっても少なくとも 100 万円以上の生産誘発

額となっている。 

iii）産業間取引構造：図 ３-１８ 

産業間取引構造（図 ３-１８）では、本 DBの 39 産業間の取引について、地域内の

全産業合計の生産額（最終需要を含む）に占める割合が 0.2％以上の取引を矢印で示

している。 

矢印は黒と赤の 2種類があり、赤は当該地域の生産額（最終需要を含む）に占める

割合が 30％以上の取引、黒は当該地域の生産額（最終需要を含む）に占める割合が 30％

未満の取引である。 

また、当該産業の生産額のうち、中間財として生産している生産額の大きさを円の

大きさ及び数字で示している。円の色は青と赤の 2種類があり、赤は当該産業の純移

輸出がプラス、青は当該産業の純移輸出がマイナスの産業である。 

 

（７）賃金・人件費（雇用者所得）の分析 

１）分析の視点 

①住民の生活を支えている産業は何か 

雇用者所得は、労働を提供した雇用者に分配される所得であり、住民が生活していく

うえで必要な消費の源泉である。そのため、雇用者所得が大きい産業は、住民の生活を

直接支えている産業であると言える。 

そこで本分析では、産業別の雇用者所得構成比より、当該地域で雇用者所得を稼いで

いる産業は何かを把握する。 

②地域の産業の 1人当たり雇用者所得 

稼ぐ力（1人当たり付加価値額）には、その他所得が含まれるため、住民の生活を直

接支えている雇用者所得の稼ぐ力を表しているわけではない。 

そこで本分析では、産業別に雇用者所得を稼ぐ力（1人当たり雇用者所得）を算出し、

産業別、地域別に比較を行う。 

２）分析結果とその読み方 

①分析結果 

分析結果は、図 ３-１９、図 ３-２０のとおりであり、図 ３-１９で産業別雇用者所
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得構成比、図 ３-２０で産業別従業者 1人当たりの雇用者所得を示している。 

 

図 ３-１９ 産業別雇用者所得構成比 

 

 

図 ３-２０ 産業別従業者 1人当たりの雇用者所得  
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②分析結果の読み方 

図 ３-１６～図 ３-１８の分析結果の読み方は以下のとおりである。 

i）産業別雇用者所得構成比：：図 ３-１９ 

産業別雇用者所得構成比（図 ３-１９）では、地域の付加価値の総額をグラフの右

上に示し、その産業別構成比を棒グラフで示している。なお、全国平均と比較して付

加価値が多いか否かを把握するため、当該地域に加えて全国の棒グラフを作成してい

る。 

ii）産業別従業者1人当たりの雇用者所得：図 ３-２０ 

従業者 1人当たり雇用者所得（図 ３-２０）では、雇用者所得を従業者数で除した

従業者 1人当たり雇用者所得を産業（第 1次産業、第 2次産業、第 3次産業）別に示

している。さらに、当該地域の従業者 1人当たり雇用者所得が高いか否かを把握する

ため、全国、県、同規模地域の従業者 1人当たり雇用者所得を示している。 

当該地域の従業者 1人当たり雇用者所得が全国、県、同規模地域と比較して高い場

合は、当該地域の当該産業の雇用者所得を稼ぐ力は高いと言える。一方、当該地域の

従業者 1人当たり雇用者所得が全国、県、同規模地域と比較して低い場合は、当該地

域の当該産業の雇用者所得の稼ぐ力は低く、従業者 1人当たり雇用者所得向上のため

には、低い要因の分析及び対策が必要である。 
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（８）エネルギーの分析における 23産業について 

本分析では、市町村別産業別のエネルギー消費量またはエネルギー生産性の分析を行っ

ているが、エネルギーの分析における産業分類が本 DBの産業分類とは異なる。そのため、

スライド 26 枚目では、エネルギーの分析における産業分類と本 DB の産業分類との対応を

示している（図 ３-２１）。 

具体的には、エネルギーの分析における産業分類は、本 DBの産業分類（39 産業）と都

道府県エネバラの産業分類（28 産業）との共通部分を取り（図 ３-２１）、23産業とし

ている。 

 

図 ３-２１ エネルギーの分析における 23 産業 

 

（９）産業別エネルギー消費量 

１）分析の視点 

①産業別エネルギー消費量 

エネルギー消費量は、産業によって生産額 1単位当たりのエネルギー消費量が異なる

ため、必ずしも生産額が多い産業がエネルギー消費量も多いとは限らない。また、地域

のエネルギー多消費型産業の立地の有無によりエネルギー消費量は大きく異なる。 

そこで本分析では、地域のエネルギー消費量を産業別に示し、地域でエネルギー消費

量が多い産業が何かを把握する。 
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②産業別エネルギー消費量構成比 

産業別エネルギー消費量は、地域が得意とする産業が何かによって異なり、得意とす

る産業がエネルギー多消費型産業であるか等の産業構造によって異なる。そのため、我

が国の平均的な産業別のエネルギー消費量の構成比が、そのまま地域に当てはまるわけ

ではない。 

そこで本分析では、地域と全国平均の産業別エネルギー消費量の構成比をそれぞれ示

し、全国平均と比較することで地域の産業別のエネルギー消費の特徴を把握する。 

２）分析結果とその読み方 

①分析結果 

分析結果は、図 ３-２２、図 ３-２３のとおりであり、図 ３-２２で産業別エネルギ

ー消費量、図 ３-２３で産業別エネルギー消費量の構成比を示している。 

 

図 ３-２２ 産業別エネルギー消費量 
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図 ３-２３ 産業別エネルギー消費量構成比 

②分析結果の読み方 

図 ３-２２、図 ３-２３の分析結果の読み方は以下のとおりである。 

i）産業別エネルギー消費量：図 ３-２２ 

産業別エネルギー消費量（図 ３-２２）では、産業別のエネルギー消費量を棒グラ

フで示している。 

ii）産業別エネルギー消費量構成比：図 ３-２３ 

産業別エネルギー消費量構成比（図 ３-２３）では、産業合計のエネルギー消費量

の内訳を産業別に示している。 

全国平均と比較してエネルギー消費量が多いか否かを把握するため、当該地域に加

えて全国の棒グラフを作成している。 
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（１０）産業別エネルギー生産性 

１）分析の視点 

①産業別エネルギー生産性：1次・2次・3次別 

エネルギー生産性は、エネルギー消費量当たりの付加価値額であり、生産活動にお

けるエネルギー利用の効率性を表す。エネルギー生産性の向上は、企業のコスト削減

のみならず、エネルギー消費に伴う CO2 排出量の削減や、海外からのエネルギーの輸

入に伴う我が国の所得の流出削減のためにも重要である。 

そこで本分析では、産業別のエネルギー生産性を算出し、産業別、地域別に比較を

行う。産業分類は第 1次・2次・3次産業の 3分類とし、まず第 1次・2次・3次産業

で見てどの産業のエネルギー生産性が高いかを把握する。 

②産業別エネルギー生産性：第 2次産業、第 3次産業の詳細 

第 1次・2次・3次産業別に見たエネルギー生産性について、23産業別で見てどの

産業のエネルギー生産性が高いかを把握する。ただし、第 1次産業は農林水産業だけ

であるため、ここでは第 2次産業と第 3次産業を対象とする。 

また、23産業別でエネルギー生産性が高い産業があったとしても、必ずしもそれが

第1次・2次・3次産業別で見たエネルギー生産性の高さに繋がっているとは限らない。

それは、エネルギー生産性が高い産業であっても、生産量及び生産に伴うエネルギー

消費量が少なければ、当該地域のエネルギー生産性への影響は少ないためである。 

そのため本分析では、23産業別のエネルギー生産性に加えて、付加価値構成比のグ

ラフを示す。エネルギー生産性が高く付加価値構成比も高い地域は、当該地域のエネ

ルギー生産性の高さに大きく寄与している産業である。 

２）分析結果とその読み方 

①分析結果 

分析結果は、図 ３-２４、図 ３-２５、図 ３-２６のとおりであり、図 ３-２４で第

1次・2次・3次産業別のエネルギー生産性、図 ３-２５で第 2次産業の 23産業別のエ

ネルギー生産性、図 ３-２６で第 3次産業の 23産業別のエネルギー生産性を示してい

る。 
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図 ３-２４ 産業別エネルギー生産性：第 1次・2次・3次別 

 

図 ３-２５ 第 2次産業の産業別エネルギー生産性及び付加価値の構成比  
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図 ３-２６ 第 3次産業の産業別エネルギー生産性及び付加価値の構成比 

 

②分析結果の読み方 

図 ３-２４、図 ３-２５、図 ３-２６の分析結果の読み方は以下のとおりである。 

i）産業別エネルギー生産性：図 ３-２４ 

産業別エネルギー生産性（図 ３-２４）では、第 1次・2次・3次産業に加えて全産

業平均のエネルギー生産性を棒グラフで示している。さらに、当該地域のエネルギー

生産性が高いか否かを把握するため、当該地域に加えて全国のエネルギー生産性を示

している。 

なお、第 3次産業には帰属家賃を含む住宅賃貸業が含まれるが、帰属家賃は実際の

家賃の受払いを伴わないものであるため、住宅賃貸業の付加価値には、実際に住宅賃

貸業を営む事業所が生み出しているわけではない帰属家賃分の付加価値が含まれる。

そのため、住宅賃貸業を含む場合と含まない場合の 2パターンで労働生産性を作成し

ている。 

ii）第 2次産業の産業別エネルギー生産性及び付加価値の構成比：図 ２-２４ 

第 2次産業の産業別エネルギー生産性及び付加価値の構成比（図 ３-２５）では、

上段に第 2次産業の 23産業別のエネルギー生産性、下段に第 2次産業の 23産業別の

付加価値構成比を示している。 



96 

 

図 ３-２４の第 2次産業のエネルギー生産性は、図 ３-２５の第 2次産業の 23産業

別のエネルギー生産性と付加価値構成比の加重平均であるため、エネルギー生産性の

高さと付加価値構成比の大きさより、第 2次産業のエネルギー生産性の高さに寄与し

ている産業が何かを把握する。 

iii）第 3次産業の産業別エネルギー生産性及び付加価値の構成比：図 ２-２５ 

第 3次産業の産業別エネルギー生産性及び付加価値の構成比（図 ３-２６）では、

上段に第 3次産業の 23産業別のエネルギー生産性、下段に第 3次産業の 23産業別の

付加価値構成比を示している。 

図 ３-２４の第 3次産業のエネルギー生産性は、図 ３-２５の第 3次産業の 23産業

別のエネルギー生産性と付加価値構成比の加重平均であるため、エネルギー生産性の

高さと付加価値構成比の大きさより、第 3次産業のエネルギー生産性の高さに寄与し

ている産業が何かを把握する。 
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（１１）基礎的な指標の推移 

１）分析の視点 

地域の経済活動は、地域に居住する住民や地域内の事業所で働く従業者と密接な関係

にある。そこで、地域の人口や従業者数等の基礎的な指標について、その規模と推移を

把握することで、地域の経済の規模が拡大しているか縮小しているかを把握する。 

具体的には、本 DBで作成している 2010 年と 2013 年のデータを用いて、地域の基礎的

なデータ項目について、2010 年から 2013 年にかけての変化を示す（図 ３-２７）。 

２）分析結果 

分析結果は、図 ３-２７のとおりであり、人口、従業者数、生産額、付加価値の 4項

目について、2010 年と 2013 年の数値及び変化率を示している。 

 

 

図 ３-２７ 基礎的な指標の推移（2010 年、2013 年）  
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（１２）人口・就業者関連の動向 

１）分析の視点 

①現在の人口規模と将来動向 

地域の消費や生産は、地域の人口に大きく影響を受けるため、現在及び将来の人口規

模を把握する。そこで、夜間人口と昼間人口を比較し、通勤・通学者による流入・流出

状況を把握する。また、時系列で人口の推移を確認することで、将来の地域のすがたを

把握する。 

②現在と将来の年齢別の人口構成 

地域の住民が高齢化すれば、消費するモノやサービスが変化する。また所得の減少に

より消費が減少するため、従来の業態では商売が成り立たず地域の商店街の衰退等に繋

がる可能性がある。そこで、人口ピラミッドから現在と将来の人口規模を把握する。 

③就業者の規模 

就業者は生産に従事するとともに、生産活動の対価として得た所得をもとに地域で消

費を行うため、就業者の規模は地域の経済循環にとって重要な要素の１つである。そこ

で、地域の就業者の規模を地域内の就業者（従業者）、地域住民の就業者（就業者）別

に把握する。 

④人口、従業者の分布と変化 

地域の人口が増えることで消費が増え、消費の増加により生産活動が増えることでま

た人口が増える等、経済活動と人口には密接な関係がある。 

また、人口の増加が経済活動に与える影響は、どの年齢の人口が増えるかによっても

異なり、生産年齢人口が多いエリアは、当該エリア周辺に多くの事業所があると考えら

れるため、従業者数とも密接な関係にある。 

そこで、年代別に人口が集積しているエリアはどこか、従業者数が集積しているエリ

アはどこか、さらにこれらの分布が大きく変化しているエリアはどこかを把握するため、

メッシュを用いて分布状況及び変化を示す。 

⑤夜間人口1人当たり就業者数（職住比） 

夜間人口１人当たり就業者数（職住比）が高い地域ほど、住民の幅広い年齢や性別を

問わない労働参加があると考えられ、人口１人当たり雇用者所得の底上げに繋がってい

る可能性がある。そこで、職住比を全国や県、同規模地域と比較し、地域住民の労働参

加の状況を把握する。  
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２）分析結果 

分析結果は図 ３-２８～図 ３-３１のとおりである。 

 

図 ３-２８ 現在の人口規模と将来動向 

 

図 ３-２９ 現在と将来の年齢別の人口構成  
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図 ３-３０就業者の規模 

 

図 ３-３１ 夜間人口 1人当たり就業者数（職住比） 

 


